
施策・基本事業評価表

優先度：成果＝高。財源＝中。●学校教育課

番号 施策の対象 施策のねらい 区分 施策の成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

成果
学校評価における知・徳・体
評価の平均点の指数（点）
（1～4で評価）

－ － － － － 3 1 － － 3 1 2 9 3 0 3 4 横ばい

  平成25年度より0.1ポイント増加した。個別
で見ると「確かな学力」は0.06ポイント減少
し、「豊かな心」は0.21、「健やかな体」は0.15
ポイント増加している。児童生徒の問題行動
等の発生件数は平成25年度が110件、平成
26年度が84件と減少していることも「豊かな
心」のポイント増加の要因の１つと考えられ
る。また、体力･運動機能調査結果は小中学
校ともに平成26年度は平成25年度よりポイン
トが増加していたことも「健やかな体」のポイ
ント増加の原因の1つと考えられる。

①教育委員会では、｢生きぬく力」を育む教育
活動の推進を目標に、「確かな学力（知）」
「豊かな心の育成（徳）」「健やかな体の育成
（体）」を学校教育の重点施策として取り組ん
でいる。
　具体的には、各学校の自己評価の「知・徳･
体」の平均が目標値に達するよう各学校の
取組に対し、学校訪問時や市主催の研修会
等において、指導・助言を行ったり、各種学
習環境の整備を行う。

成果

学校経営（安全、利用、教
育、地域との連携）に満足し
ている保護者の割合（小学
校）（％）

－ － － － － 89 2 91 2 － 90 2 93 1 92 2 ↗ 目標達成

成果

学校経営（安全、利用、教
育、地域との連携）に満足し
ている保護者の割合（中学
校）（％）

－ － － － － － － － 85 0 89 9 88 7 ↗ 目標達成

番号 基本事業の対象 基本事業のねらい 区分 基本事業成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

成果
小学校６年生の全国学力・学
習状況調査の平均点の指数
【国語、算数、理科】（点）

104 9 104 8 103 9 100 5 102 3 107 0 103 8 － 99 2 101 7 103 1 105 0 順調

 　平成26年度は平成25年度と比べると1.4ポ
イント増加し、全国平均を3.1ポイント上回っ
ている。しかし、目標達成までには至ってい
ない。

①1学級35人までとするために市費による教
員配置を行い、きめ細やかな指導を行うこと
で学力向上を図る。
②特別な支援が必要な生徒に対し、特別支
援教育支援員を配置し、学習環境の整備を
図る。
③教員の指導力向上を図るため、各種研修
に参加してもらうよう学校へ要請する。
④今後、校務支援システム導入を検討し、教
職員の事務の軽減を図り、軽減される時間を
児童の学力向上などに活用するよう取り組
む。

成果
中学校３年生の全国学力・学
習状況調査の平均点の指数
【国語、数学、理科】（点）

98 3 111 9 107 1 101 3 102 1 102 2 103 8 － 100 7 106 3 98 7 102 0 不調

　平成26年度は平成25年度と比べると7.6ポ
イントと大幅に減少している。また、全国平均
を1.3ポイント下回っており、目標達成まで後
3.3ポイント増加しなければならない。全国学
力･学習状況調査は実施学年が決まってい
るため､毎年対象児童生徒が変わり、年度に
よって結果は変動する。26年度福岡県学力
調査も中学生は大きく減少している。

①各学校に基礎学力向上教員を配置し、
ティームティーチングや習熟度別の指導を行
い、学力向上を図る。
②特別な支援が必要な生徒に対し、特別支
援教育支援員を配置し、学習環境の整備を
図る。
③全国学力･学習状況調査はその年によっ
て結果は異なるが、変動差が安定するように
教員の指導力向上を図るため、各種研修に
参加してもらうよう学校へ要請する。
④今後、校務支援システム導入を検討し、教
職員の事務の軽減を図り、軽減される時間を
生徒の学力向上などに活用するよう取り組
む。

成果
小学校６年生の福岡県学力
調査の平均点の指数【社会】
（点）

－ － － － － － － － 99 9 108 2 105 9 109 0 不調

　平成26年度は平成25年度に比べ2.3ポイン
ト減少し、目標達成まで3.1ポイントと差が広
がった。

①1学級35人までとするために市費による教
員配置を行い、きめ細やかな指導を行うこと
で学力向上を図る。
②特別な支援が必要な生徒に対し、特別支
援教育支援員を配置し、学習環境の整備を
図る。
③教員の指導力向上を図るため、各種研修
に参加してもらうよう学校へ要請する。
④今後、校務支援システム導入を検討し、教
職員の事務の軽減を図り、軽減される時間を
児童の学力向上などに活用するよう取り組
む。

成果
中学校３年生の福岡県学力
調査の平均点の指数【社会、
英語】（点）

－ － － － － － － － 101 6 112 4 100 3 106 0 不調

　平成26年度は平成25年度と比べると12.1ポ
イントと大幅に減少し、県平均を0.3ポイント上
回るに留まった。福岡県学力調査の実施学
年が決まっているため､毎年対象児童生徒が
変わり、年度によって結果は変動する。26年
度は中学生の全国学力学習状況調査も大き
く減少している。

①各学校に基礎学力向上教員を配置し、
ティームティーチングや習熟度別の指導を行
い、学力向上を図る。
②特別な支援が必要な生徒に対し、特別支
援教育支援員を配置し、学習環境の整備を
図る。
③福岡県学力調査はその年によって結果は
異なるが、変動差が安定するように教職員の
指導力向上を図るため、各種研修に参加し
てもらうよう学校へ要請する。
④今後、校務支援システム導入を検討し、教
職員の事務の軽減を図り、軽減される時間を
生徒の学力向上などに活用するよう取り組
む。

①地域の協力等による登下校時の見守り活
動を通じて、また、通学路安全推進会議にて
関係機関と協議等を行いながら、通学路の
安全確保を図っていく。
②インターネット利用に伴う様々なトラブル防
止対策として、その適正利用を促すためのス
マホ宣言等の取り組みをＰＴＡや学校とともに
実施し、問題改善を図っていく。

「生き抜く力」を育む
教育活動が推進さ
れ、保護者や地域
から学校が信頼さ
れている。

基本事業名称

　目標値は達成しているが、平成25年度より
小学校では0.9ポイント、中学校で1.2ポイント
減少している。
　保護者アンケートによると地域ボランティア
により登下校時は見守りされているが、見守
りのない区間や人気が少ない道路もあり､特
に下校時が不安との意見があった。中学校
では部活動等で帰る時間が遅く心配する声
もあった。

26年度25年度

基礎基本および活
用に関する学力が
きちんと身について
いる。
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番号 基本事業の対象 基本事業のねらい 区分 基本事業成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等基本事業名称 26年度25年度
前期

目標値
24年度18年度 21年度 23年度19年度

28年度
（目標値）

17年度 22年度20年度

成果
朝食を毎日食べている児童
生徒の割合（％）

－ － － － － 93 9 － － 91 9 92 7 92 3 → 横ばい

　平成26年度は平成25年度に比べわずかで
あるが0.4ポイント減少し、まだ目標に達して
いない。小中学生それぞれに見ると､小学生
が平成25年度94.4％、平成26年度94.5％と
ほぼ横ばい状況であるが、中学生が平成25
年度91.2％、平成26年度90.3％と約1％減少
している。
　Ｈ26年度に実施した市内の小学5年～中学
3年へのインターネット等利用に関するアン
ケート結果でも、インターネット等を利用する
主な時間帯として、平日の午前零時以降と回
答したのが、小学生で2.3％、中学生で9.9％
であった。深夜のインターネット等の利用が
基本的な生活習慣の乱れを招いている可能
性も考えられる。

①ＰＴＡによる「早寝、早起き、朝ごはん」を夏
休みの一定期間実施する活動を推進するよ
うＰＴＡへ要請する。
②保護者等に基本的生活習慣の大切さを学
校便り等で周知するよう学校へ要請する。
③インターネット等の適正利用を促す取り組
みをＰＴＡや学校とともに実施し、基本的生活
習慣の確立を啓発する。
④筑後市学校給食会が発行する機関誌「い
ただきます」を通じて朝食を摂ることの大切さ
等について啓発を行う。

成果 問題行動発生率（％） － － － － － 1 0 0 81 － 0 86 0 79 － 0 7 －

①不登校児童生徒のために開設した教育支
援教室「スマイル」の指導員体制を充実し、
不登校対策の強化を図る。
②市雇用のスクールソーシャルワーカーによ
り関係機関との連携を図りながら、問題行動
の解消・防止に努める。
③スクールソーシャルワーカーについては、
対応件数が増加しており、スクールーソー
シャルワーカーの増員について検討する。

成果
小学校５年生の体力・運動能
力調査の平均点の指数（点）

－ － － － － 97 7 97 2 － 98 6 101 1 101 4 100 0 目標達成

平成25年度に比べ26年度は0.3ポイント増加
し、2年連続で目標値である全国平均を上
回っている。基礎体力向上教員を配置し､小
学校への巡回指導や研究所にて研究員へ
の指導等も原因の1つと考えられる。

①教育研究所に配置されている基礎体力向
上教員による小学校への巡回指導や体育研
究員に対する指導･助言を行う。
②各学校に、体力実態分析により自校の課
題を明確にし、｢1校1取り組み」を位置づけた
体力向上プランを作成し、児童の体力向上を
目指すよう要請する。

成果
中学校２年生の体力・運動能
力調査の平均点の指数（点）

－ － － － － 91 1 91 7 － 100 9 98 6 99 4 100 0 横ばい

　平成25年度に比べ26年度は0.8ポイント増
加し、目標まであと0.6ポイントとなっている。

①各学校に、体力実態分析により自校の課
題を明確にし、｢1校1取り組み」を位置づけた
体力向上プランを作成し、生徒の体力向上を
目指すよう要請する。

成果
ＰＴＡや地域の人が学校支援
ボランティアとして積極的に
関わっている学校数（校）

－ － － － － 12 － － 11 14 14 14 目標達成

　昨年度に引き続き、小中学校全校が、「参
加してくれる」と回答している。各学校の所在
する地域の状況に応じた取組を実施し、地域
からの協力を得ている。

①学校行事の地域への公開や学校便りの配
布を行うなど、積極的に開かれた学校づくり
を目指すよう学校へ要請する。
②地域社会の一員としての自覚を持ち、郷土
の伝統と文化を大切にする児童生徒の育成
を目指し、地域行事への参加や学校で地域
の方から指導してもらう体験活動などを実施
していくよう学校へ要請する。

成果 学校開放校数（小学校）（校） － － － － － 9 － － 7 7 7 11 横ばい

　年15日以上地域住民（保護者含む）に開放
した学校は7校と平成24年度から増加してい
ない。授業時数の確保等から学校行事を増
加することができなかったことが1つの原因と
考えられる。
　また、目標未達成の学校が固定化しつつあ
る。

①各学校が工夫して、公開授業や地域住民
の協力を得ながら行う学校行事等を開催し、
地域住民への開放を推進していくよう学校へ
要請する。
②目標達成していない学校へ地域コミュニ
ティ等との連携等により、学校開放の取り組
みの推進を要請する。

成果 学校開放校数（中学校）（校） － － － － － 2 － － 2 2 2 3 横ばい

　年8日以上地域住民（保護者含む）に開放
した学校は2校と平成24年度から増加してい
ない。授業時数の確保等から学校行事を増
加することができなかったことが1つの原因と
考えられる。
　また、目標未達成の学校が固定化してい
る。

①各学校が工夫して、公開授業や地域住民
の協力を得ながら行う学校行事等を開催し、
地域住民への開放を推進していくよう学校へ
要請する。
②目標達成していない学校へ校区内地域コ
ミュニティニティ等との連携等により、学校開
放の取り組みの推進を要請する。

05
地域住民
保護者
児童生徒

学校施設や設備が
適切に整備または
維持管理されること
で、安全安心で快
適な学習環境に
なっている。

成果
全小中学校の維持管理上の
営繕・要望処理率（％）

－ － － － － 100 － － 100 100 100 100 目標達成

　平成２６年度各小中学校より要望のあった
営繕業務は、１２７５件（小学校９１９件、中学
校３３２件、その他２４件）で、すべて処理する
ことができた。コンクリート落下や雨漏りなど
施設老朽化に伴う修繕依頼も増えている。

①個人やチームの技能アップのためのＯＪＴ
や研修の強化を図り、引き続き事故ゼロと処
理率１００％を目指す。

保護者、地域住民
の学校教育活動へ
の協力が得られて
いる。

安全安心な学校づくり

開かれた学校づくり04
保護者
地域住民

豊な心の育成
基本的生活習慣や
規範意識が身につ
いている。

児童生徒02

03 健やかな体の育成 児童生徒
基礎体力が向上し

ている


